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＿＿港海洋再生可能エネルギー発電設備等取扱埠頭賃貸借契約書（案） 

 

（海洋再生可能エネルギー発電設備等取扱埠頭賃貸借契約書を締結している許可事業者に限

り、新たに_＿港を補完港湾として利用する場合に利用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 注）黄色着色部分については、個別の契約ごとに記載内容が異なることを想定している。  

また、（Ａ）又は（Ｂ）と記載している項及び号については、個別の契約ごとに

（Ａ） 又は（Ｂ）を規定することを想定している。 
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＿＿港海洋再生可能エネルギー発電設備等取扱埠頭賃貸借契約書（補完港湾） 

 

港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第２条の４第１項に規定する海洋再生可能エネルギー発電設備

等（以下「海洋再生可能エネルギー発電設備等」という。）の設置（又は撤去）を目的として、令和

○年○月○日付で＿＿港海洋再生可能エネルギー発電設備等取扱埠頭賃貸借契約書を締結している許

可事業者に限り、新たに__＿港を補完港湾として海洋再生可能エネルギー発電設備等取扱埠頭を構成

する行政財産の貸付けを行うため、賃貸人 契約担当官国土交通省＿＿地方整備局副局長 ＿＿（以下

「甲」という。）及び賃貸人 ＿＿港港湾管理者 ＿＿（以下「乙」という。）と賃借人 ＿＿＿＿＿

（以下「丙」という。）との間において、次のとおり国有港湾施設及び＿＿県有港湾施設の賃貸借契

約（以下「本契約」という。）を締結する。 

 

第１章 総則 

 

（総則） 

第１条 丙は、本契約の期間内において、別表１種別の欄に掲げる係留施設、荷さばき施設、保管施

設及びそれらの附帯施設（以下「貸付物件」という。）を海洋再生可能エネルギー発電設備等

の設置及び撤去（以下、設置及び撤去をあわせて「設置等」という。）のため、本契約に基づ

いて使用することができる。 

２ 丙は、本契約の期間内において、本契約に基づき別表２に掲げる点検診断及び補修等、日常的

な目視点検及び清掃並びにその他維持管理（以下「維持管理等」という。）を行わなければなら

ない 

３ 本契約に定める申出、指示、請求、通知、申請、報告、承諾及び解除（以下「申出等」とい

う。）は、相手方に対する書面（電磁的方法を含む。以下同じ。）をもって行われなければなら

ない。なお、甲乙丙は、当該申出等のあて先をそれぞれ相手方に対して別途通知するものとす

る。 

４ 前項で定める書面による申出等のうち、丙から甲及び乙への申出、請求、通知、申請及び報告

は、甲及び乙それぞれに行うものとする。また、甲及び乙から丙への指示、請求、承諾及び解除

は、甲及び乙の連名で行うものとする。 

５ 本契約の履行に関して甲乙丙の間で用いる言語は、日本語とする。 

６ 本契約に定める金銭の支払いに用いる通貨は、日本円とする。 

７ 本契約の履行に関して甲乙丙の間で用いる計算単位は、本契約、海洋再生可能エネルギー発電

設備の整備に関する法律（以下「海洋再エネ整備法」という。）、＿＿沖海洋再生可能エネルギ

ー発電設備整備促進区域公募占用指針（以下「公募占用指針」という。）又は海洋再エネ整備法

第２０条第１項若しくは第２１条第１項に基づく経済産業大臣及び国土交通大臣の認定を受けた

公募占用計画（以下「公募占用計画」という。）に特別の定めがある場合を除き、計量法(平成

４年法律第５１号)に定めるところによるものとする。 

８ 本契約の履行に関する期間及び損害賠償の規定については、本契約、海洋再エネ整備法、公募

占用指針又は公募占用計画に特別の規定がある場合を除き、民法の定めるところによるものとす

る。 

９ 本契約の締結以前において、甲、乙又は丙の間で取り交わされた別紙１に記載の文書は有効で

あるものとする。 

10 本契約は、日本国の法令に準拠し、日本国の法令に従って解釈するものとする。 

11 本契約に関する第一審の専属的合意管轄裁判所は、甲の所在地を管轄区域とする裁判所とす

る。ただし、乙及び丙の間でのみ生じる係争のときは、乙の所在地を管轄区域とする裁判所とす

る。 

12 本契約は、日本語を正とするものとし、英訳が作成された場合であっても当該英訳は参考とし

て取り扱うものとする。 
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（貸付物件） 

第２条 甲及び乙は、貸付物件を現状有姿のまま、本契約書に記載された内容に従い、丙に賃貸し、

かつ、丙はこれを賃借するものとし、貸付物件として通常有すべき性質や状態に欠けることが

あっても、丙は、甲及び乙に対し、名目の如何を問わず一切の異議申し立て、請求等をしない

ものとする。 

２ 貸付物件の性質・状態等に関し、丙と第三者との間に係争を生じた場合においては、甲及び乙

は、法令等の制限内において当該係争の解決に向け情報提供等の協力を行うものとする。 

３ 本契約書に、貸付物件に関する図面目録及び図面を別添１として添付する。 

 

（契約の期間） 

第３条 本契約の期間（設置工事に係る期間又は撤去工事に係る期間）は、令和＿年＿月＿日から令

和＿年＿月＿日とし、貸付物件を独占排他的に使用することができる。 

 

（引渡し期日） 

第４条 貸付物件の丙への引渡し期日は、令和＿年＿月＿日とする。 

 

（使用制限） 

第５条 丙は、貸付物件を、公募占用計画に従って、＿＿沖における海洋再生可能エネルギー発電事

業に用いる海洋再生可能エネルギー発電設備等の設置等のためにのみ使用することができる。 

２ 丙は、別紙２に記載する貸付物件において海洋再生可能エネルギー発電設備等の設置等に必要

となるタワースタンド等の工作物、仮設の倉庫及び仮設の事務所（以下「工作物等」という。）

のほかは、貸付物件に施設、建物その他の構築物を設置又は建築してはならない。 

３ 丙は、前項の工作物等に変更・改造を加えるときは、甲及び乙の事前の承諾を得なければなら

ない。 

４ 丙は、第２項の工作物等の登記を行ってはならない。 

 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第６条 丙は、貸付物件を第三者に転貸し、又は本契約から生ずる権利若しくは義務を第三者に譲渡

し、継承させ、又は本契約に係る貸付物件に抵当権、質権その他の担保物権を設定することが

できない。ただし、丙の使用人若しくは設置等に必要な関係者（丙が設置等のために貸付物件

の使用を認めた船舶の運航者、港湾運送事業者その他の運送事業者、工事請負人（その下請人

を含む。）、一時使用者等をいう。以下同じ。）（以下あわせて「丙の関係者」という。）が

貸付物件を前条の使用目的に従い使用することを妨げない。 

２ 丙は、本契約に基づく貸付物件について賃借権の登記を行ってはならない。 

３ 第１項の定めにかかわらず、丙は、海洋再エネ整備法第２３条に基づく経済産業大臣及び国土

交通大臣の承認を得た承継であって、かつ甲及び乙の承諾をあらかじめ得た場合には、本契約か

ら生じる権利及び義務を第三者に譲渡し、承継させることができる。 

４ 第２項及び第５条第４項の定めにかかわらず、丙が＿＿沖における海洋再生可能エネルギー発

電事業の実施に要する資金を調達するために金融機関等から借入を行う場合であって、当該借入

のために貸し付けられた港湾施設に自己の権原によって附属させた物に対して担保権を設定する

場合、甲及び乙は、当該借入及び担保権設定に関する契約書の写しが甲及び乙それぞれに提出さ

れ、かつ第４４条に基づく協定書が甲及び乙と金融機関等の間で甲及び乙の合理的に満足する内

容で締結されている場合に限り、承諾するものとする。 

 

 

第２章 貸付物件の貸付け 

 

（設置期間、撤去期間等） 
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第７条 丙は、第３条に定める設置期間（又は撤去期間）を短縮又は延長（以下あわせて「期間の変

更」という。）するときは甲及び乙それぞれに速やかに申し出、甲及び乙の承諾を得なければ

ならない。 

２ 第３条、第１項で定める独占排他的な使用の開始日が、他の賃借人の責めに帰すべき事由によ

り、当初の独占排他的な使用の開始予定日よりも遅延した場合、甲及び乙は当該遅延について一

切の責任を負わないものとし、丙は甲及び乙に対し、債務不履行、不法行為等名目の如何を問わ

ず、損害賠償請求その他一切の請求、異議申し立て等をすることができない。また、当該遅延に

より丙と他の賃借人の間で係争及び損害が生じたときは、丙及び他の賃借人の双方で協議して解

決するものとし、甲及び乙には一切の迷惑をかけないものとする。 

３ 丙は、第３条に定める設置期間（又は撤去期間）の始まる 1 か月前までに、第３５条第１項第

一号から第五号に掲げるいずれかの保証を付したことを証する契約書等の写しを添付した様式第

１号使用申請書（以下「使用申請書等」という。）を甲及び乙それぞれに提出し、甲及び乙の承

諾を得なければならない。 

４ 第３条、第１項の定めにかかわらず、当該条項に係る独占排他的な使用の申請の期間が、貸付

物件にかかる先行する他の賃貸借契約に定める独占排他的な使用の期間と重複するときは、先行

する契約が優先するものとする。 

５ 甲及び乙は、本契約の契約書名、甲乙丙の名称、貸付物件の位置、契約の期間、設置期間及び

撤去期間について、契約締結後、第１項に基づく期間の変更後、速やかに甲及び乙それぞれのホ

ームページ等で公表するものとする。 

 

（独占排他的な使用の期間の重複時の扱い、調整等） 

第８条 前条第１項に基づき丙が申し出た変更後の期間が、他の賃借人の独占排他的な使用の期間と

重複する場合は、甲及び乙は、当該重複部分について独占排他的な使用の承諾を保留し、他の

賃借人が独占排他的な使用の期間を変更し、短縮した場合に限り、当該重複部分のうち短縮さ

れた部分について丙に独占排他的に使用させることができる。 

 

（賃借人以外の許可事業者による一時利用） 

第８条の２ 甲及び乙は、港湾法第５５条の２の２第１項に規定する協議会（以下「利用調整協議

会」という。）において、利用調整協議会の構成員が必要と認めて申し出た事項に関する協議が

調った場合においては貸付物件について同項の規定による要請をした許可事業者（以下「要請を

した許可事業者」という。）に、国有財産法第 18 条又は地方自治法第 238 条の 4 に基づき、一

時的に利用させるものとする。 

２ 甲及び乙は、第１項に基づき、要請をした許可事業者に貸付物件を利用させる場合、利用を許

可する許可事業者名、区画、期間及び許可条件について、あらかじめ丙に通知するものとする。 

３ 第１項に基づき、要請をした許可事業者が貸付物件又は貸付物件の一部の区画を利用すること

に係る損害賠償等については次の各号のとおりとする。 

一 要請をした許可事業者の一時的な利用に関し、丙は甲及び乙に対し、債務不履行、不法行

為等名目の如何を問わず、損害賠償請求その他一切の請求、異議申立て等をすることがで

きない。ただし、前項に規定する許可条件に照らして甲又は乙の責めに帰すべき事由があ

るときは、この限りでない。 

二 丙と要請をした許可事業者の間で係争及び損害が生じた場合は、双方で協議して解決する

ものとする。なお、この場合、当該係争及び損害について甲及び乙は一切の責任を負わな

いものとする。また、丙は甲及び乙に対し、債務不履行、不法行為等名目の如何を問わ

ず、損害賠償請求その他一切の請求、異議申し立て等をすることができない。 

 

（貸付料の額の算定方法） 

第９条 係留施設の貸付料の額は、第３条で定める契約の期間につき、●年●月●日時点で港湾局

HP(https://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_tk6_000068.html)に掲げた方法により算定した額と

する。ただし、貸付物件の整備が完了していない場合は、貸付料の額は本契約締結時点での概
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算額であり、整備費用の精算完了後に改めて契約変更を行い、また、額の算定に違算等が判明

した場合には、是正した金額で改めて契約変更を行い、それぞれ貸付料の額を確定するものと

する。なお、第３項に定める支払開始時期の変更については、第３条に定める契約の期間内に

おいて、丙が追加額を含めた全ての貸付料を甲（又は乙）に支払うことができる場合に限り適

用する。 

２ 荷さばき施設及び保管施設の貸付料の額は、第３条で定める契約の期間につき、乙が（条例、

要綱又は不動産鑑定等）により算定した金額（又は●年●月●日時点で港湾局

HP(https://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_tk6_000068.html)に掲げた方法により算定した金

額）とする。 

３  

（A）本契約締結日の属する年度から貸付料を支払う場合 

前２項に基づき定めた貸付料は、別表４（及び５）のとおり支払う。ただし、前納することを妨

げない。 

なお、本契約締結後において、事情の変更により、丙が運転開始日の属する年度までの間、貸付

料の支払開始期間の変更を希望する場合については、丙は遅滞なくその旨を甲（及び乙それぞ

れ）に通知し、協議するものとする。 

  

（B）（A）以外の場合 

前２項に基づき定めた貸付料は、別表４（及び５）のとおり本契約締結日の属する年度から運転

開始日の属する令和○年度までの間に限り支払開始時期の変更を認め、それ以外の期間について

支払いを行うものとする。 

ただし、丙は支払開始時期の変更を認めた間の貸付料を甲（及び乙）に支払うまでの間、貸付料

とは別に●年●月●日時点で港湾局 HP(https://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_tk6_000068.html)

に掲げた方法により算定した追加額を甲（又は乙）がそれぞれ指定する期日までに支払わなけれ

ばならない。 

なお、均等分割払いに係る貸付料は前納することを妨げないものとし、そのうち支払開始時期の

変更を認めた間の貸付料について、丙が甲（及び乙）に前納した場合については、丙が甲（及び

乙）に支払うべき追加額を変更するものとする。 

また、本契約締結後、事情の変更により丙が支払開始時期を再び変更する場合又は取りやめる場

合は、丙は遅滞なくその旨を甲（及び乙）に通知し、協議するものとする。 

 

（貸付料の額） 

第 10 条 前条第１項及び第２項に基づき算定した貸付物件の貸付料の額は、＿＿円（甲分が＿＿円、

乙分が＿＿円）とし、年間支払額（前条第３項に基づく追加額を含む）は別表４及び別表５に

示すとおりとする。 

 

（貸付料の額の変更） 

第 11 条 甲及び乙は、第９条に定める貸付料の額の変更の他に、本契約の期間内において、次のいず

れかに該当するときは、貸付料の額を変更することができる。 

一 物価の上昇又は下落その他の経済事情の変動により、貸付料の額が不適当と認められ

るとき。 

二 甲又は乙が、事前に丙の承諾を得た貸付物件の改良工事であって、甲又は乙が当該工

事により丙の貸付物件使用に対する利便性等が向上すると認めるとき。 

三 その他甲、乙及び丙が必要があると認めるとき。 

２ 甲及び乙は、前項の規定により貸付料の額を変更しようとするときは、変更後の貸付料の額及

びその実施期日を、丙に実施期日の９０日前までに通知しなければならない。 

３ 前項の通知があったときは、変更後の貸付料の額は当該通知に係る実施期日から適用されるも

のとする。 
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（貸付料の支払時期） 

第 12 条 丙は、前納する場合を除き毎年度末までに、甲及び乙それぞれに対して、甲及び乙が指定す

る方法により、貸付料を支払わなければならない。 

 

（遅延利息） 

第 13 条 丙は、貸付料の支払を怠ったときは、貸付料の支払期日の翌日から当該貸付料を完済した日

までの日数に応じ、当該支払うべき額につき年１０．７５パーセントの割合により計算した額

の遅延利息を、甲及び乙それぞれの指定する期日までに支払わなければならない。 

 

（契約の保証） 

第 14 条 丙は、この契約の締結と同時に、本契約から生ずる債務（第３４条に定める原状回復を除

く。以下、本条において同じ。）の担保として、次の各号のいずれかに掲げる保証を付さなけ

ればならない。なお、第三号に定める保証及び第四号に定める保険を提供する金融機関等は、

甲及び乙が確実と認める会社でなければならない。 

一 契約保証金の納付 

二 契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供 

三 本契約から生ずる債務の不履行により生ずる損害金の支払いを保証する銀行又は金融

機関等の保証 

四 本契約から生ずる債務の不履行により生ずる損害を保証する保険契約の締結 

２ 前項の保証に係る額（第２項、第４項及び第５項において「保証の額」という。）は、第１０

条第１項に記載する貸付料の額からすでに支払った年間支払額の合計の額を減じた額とする。 

３ 第 1 項の規定により、丙が同項第二号、第三号又は第四号に掲げる保証を付したときは、当

該保証は契約保証金に代わる担保の提供として行われたものとし、契約保証金の納付を免除す

る。 

４ 貸付料の額の変更があった場合には、保証の額が変更後の貸付料の額に達するまで、甲及び乙

は、保証の額の増額を請求することができ、丙は、保証の額の減額を請求することができる。 

５ 丙は、第１項第三号に基づく保証の有効期間又は第四号に基づく保険の有効期間（以下あわせ

てこの条において「有効期間」という。）の末日の３０日前までに、これが更新又は更改されな

いときは、有効期間の末日までに第２項に定める保証の額を支払わなければならない。 

 

（充当の順序） 

第 15 条 丙が、貸付料及び第１３条の遅延利息を支払うべき場合において、丙の支払った金額が貸付

料及び遅延利息の合計の額に満たないときは、貸付料に先立って遅延利息を支払うものとす

る。 

 

（契約不適合責任等の免除） 

第 16 条 甲及び乙は丙に対し、第２条第１項に定めるほか、貸付物件の性質・状態等について、契約

不適合責任を含め一切の責任を負わないものとし、丙は甲及び乙に対し、債務不履行、不法行

為等名目の如何を問わず、損害賠償請求、契約解除その他一切の請求、異議申し立て等をする

ことができない。 

 

 

第３章 貸付物件の管理等 

 

（管理等の原則） 

第 17 条 丙は、貸付物件を甲及び乙それぞれが策定した別添２の維持管理計画（以下「維持管理

計画」という。）に基づき常に良好な状態に維持しなければならない。２ 丙は、本契約の本旨

に従い、善良な管理者としての注意をもって、貸付物件を管理し、使用しなければならない。 
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３ 丙は、貸付物件について、水害、火災、盗難、損壊その他当該貸付物件の使用上支障のある事

故が発生したときは、直ちに必要な応急の措置を講じなければならない。 

４ 丙は、貸付物件を公募占用計画並びに甲及び乙に承諾された第７条第５項の使用申請書に基づ

いて効率的に使用しなければならない。 

５ 丙は、係留施設の使用に当たっては、甲に係留施設を使用する前日までに様式第２号係留施設

使用届出書を提出しなければならない。 

 

（前面泊地） 

第 18 条 丙は、貸付物件の使用に当たってその前面泊地及びその海底面を使用する場合は、使用に先

立ち海底面の現状把握を行ったうえで、係留施設の構造の安定が損なわれないよう、必要な措

置を講じなければならない。 

２ 丙は、設置等に係る工事の完了後に貸付物件の独占排他的な使用を終了するに当たっては、甲

及び乙の指示に従い海底面の原状回復を行い、甲及び乙の検査を受けなければならない。 

 

（協議会への参画） 

第 19 条 丙は、本契約の締結後速やかに、別表３に記載の協議会に参画するものとする。 

２ 甲及び乙は、当該協議会が貸付物件の運営に必要とされなくなった場合又は変更が必要となっ

た場合には、丙と協議の上対応するものとする。 

 

（港湾調査への協力） 

第 20 条 丙は、貸付物件の使用期間において、統計法に基づく港湾調査規則により乙が実施する港湾

調査に協力しなければならない。 

２ 丙は、前項に基づき乙に提出した港湾調査の調査票の写しを甲に提出しなければならない。 

 

（貸付物件の維持管理等） 

第 21 条 丙は、本契約の期間中、貸付物件の安全かつ円滑な使用を確保するため、他の賃借人が貸付

物件を独占排他的に使用する期間を除き、貸付物件の維持管理等を行う。 

２ 丙は、維持管理等（日常的な目視点検及び清掃を除く。）を行ったときは遅滞なく甲及び乙そ

れぞれに通知する。 

３ 丙が行う維持管理等により新たに設置された物の所有権は、甲又は乙に帰属する。 

４ 第１項の維持管理等に要する経費について、丙は、他の賃借人がいない場合は丙単独で、他の

賃借人がいる場合は他の賃借人と連帯して負担する。 

５ 丙は、第１項の維持管理等を実施し、前項の経費を負担するに当たって、他の賃借人がいる場

合は、当該他の賃借人と調整、協力し、貸付物件の維持管理等を行い、経費を負担しなければな

らない。甲及び乙は、他の賃借人がいる場合は、丙と他の賃借人との調整の場の提供及び調整の

実施に協力するものとする。 

６ 第１項の規定にかかわらず、甲及び乙は、必要があると認めるときは、丙又は他の賃借人に代

わって、貸付物件の維持管理等を行うことができ、これに要した費用を丙に請求することができ

る。この場合において、丙は、他の賃借人がいない場合は丙単独で、他の賃借人がいる場合は他

の賃借人と連帯して、請求された費用を甲及び乙それぞれの指定する期日までに支払わなければ

ならない。 

７ 丙又は他の賃借人が、前項の規定により請求された費用を甲及び乙の指定した期日までに支払

わなかった場合については、第１３条の規定を準用する。 

 

（異常等の報告） 

第 22 条 丙は、貸付物件が次のいずれかの場合に該当するときは、直ちにその旨を甲及び乙それぞれ

に報告しなければならない。 

一 破損若しくは滅失したとき、又はこれらのおそれがあるとき。 

二 修繕の必要があるとき。 
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三 その他異常があるとき。 

 

（目的外使用） 

第 23 条 丙は、貸付物件の全部又は一部を第５条に規定する目的以外の用途に使用しようとするとき

は、あらかじめ、目的外使用の理由及び計画を甲及び乙それぞれに申請し、甲及び乙の承諾を

得なければならない。 

 

（行為の制限） 

第 24 条 丙は、次のいずれかの行為をしようとするときは、あらかじめ、その理由並びに設計図書及

び工程計画を含む実施計画を甲及び乙それぞれに申請し、甲及び乙の承諾を得なければならな

い。 

一 貸付物件への構築物（工作物等を含む）の設置 

二 貸付物件への標識、看板等の設置 

三 その他貸付物件の原状変更 

２ 丙は、前項の規定により貸付物件に設置した構築物、標識、看板等（以下「構築物等」とい

う。）に関し、第５条第４項の規定にかかわらずこれを担保に供しようとするときは、第６条第

４項に基づき、あらかじめ、甲及び乙の承諾を得なければならない。 

 

（変更事項の通知） 

第 25 条 丙は、次のいずれかの場合には、遅滞なく、その旨を甲及び乙それぞれに通知しなければな

らない。 

一 名称、代表者又は主たる事務所の所在地を変更したとき。 

二 合併、分割又は解散しようとするとき。 

三 公募占用計画を変更したとき。 

 

（書類提出義務） 

第 26 条 丙は、本契約締結の際、前条の通知の際その他甲及び乙の必要に応じ甲及び乙が求めた際に

は、次の書類を甲及び乙に提出しなければならない。 

一 登記簿謄本又は登記事項証明書、会社経歴書、印鑑証明書、直近事業年度の法人税納

税証明書、貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書、及び事業報告書 

二 その他甲及び乙の合理的な理由に基づいて必要とする書類 

 

 

（災害） 

第 27 条 暴風雨、高潮、地震、津波、洪水、地すべり、火災、騒乱、暴動、テロ行為その他の災害

（以下「災害」という。）の発生により貸付物件に被害が生じたときは、甲及び乙はその復旧

を行うことができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、他の賃借人が独占排他的に使用する期間を除く期間において丙が災

害の発生による被害の防止のために必要な措置を講じることを怠った場合は、甲及び乙は、丙に

対し、他の賃借人がいない場合は丙単独で又は他の賃借人がいる場合は他の賃借人と連帯して貸

付物件の復旧に要した費用を支払うことを請求することができる。 

３ 甲及び乙は、災害の発生により貸付物件に被害が生じ、その使用が長期間にわたり著しく妨

げられたときは、貸付料を減免することができる。 

４ 本契約の期間中に災害が発生し、公益上特別の必要がある場合において、甲及び乙が貸付物

件を丙以外の者の利用に供すべきことを丙に指示したときは、丙は、その利用又は利用制限を受

忍しなければならない。 

５ 第１３条の規定は、丙が第２項の規定により請求された費用の支払を怠った場合について準

用する。 
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（滅失等の原状回復） 

第 28 条 丙の責めに帰すべき事由（第６条第１項に規定する丙の関係者の責めに帰すべき事由を含

む。以下、同じ。）により、貸付物件を滅失し、又はき損したときは、丙は、速やかにその旨

を甲及び乙に報告し、甲及び乙の指示に従い、原状回復を行わなければならない。 

２ 丙は、前項の規定により原状回復が完了したときは、速やかにその旨を甲及び乙に報告しなけ

ればならない。 

３ 丙が第１項の指示に従わないときは、甲及び乙は、丙に代わって原状回復を行うことができ

る。この場合において、甲及び乙が原状回復に要した費用は丙が負担しなければならない。ま

た、丙は、貸付物件に存する構築物等並びに＿＿沖における海洋再生可能エネルギー発電事業に

係る一切の資機材についての所有権を放棄し、原状回復に当たって甲及び乙がこれを処分するこ

とに異議を述べることができない。さらに、丙は、丙の関係者をして、甲及び乙が行う原状回復

に協力するため、丙の負担と責任において丙の関係者が所有する構築物等及び一切の資機材の移

動その他の処分をさせるものとする。 

４ 第１項の指示は、指示の通知を発した時点でその効力を生じるものとし、当該通知において甲

及び乙が相当の期間を定めてその履行の催告をし、その期間内に履行がないときは、前項を適用

することができる。 

５ 第１項の規定による原状回復により貸付物件の価値が増加した場合であっても、丙は、その価

値の増加額の返還を請求することができない。 

６ 第１３条の規定は、丙が、第３項の規定による費用の支払いを怠った場合について準用する。 

 

（調査等への協力） 

第 29 条 丙は、甲又は乙が貸付物件について必要な調査、試験又は測量（以下「調査等」という。）

を実施するときは、当該調査等の実施に協力しなければならない。 

２ 前項の調査等に要した費用は、甲及び乙が負担するものとする。 

 

（便宜供与） 

第 30 条 丙は、甲及び乙が次のいずれかの工事等をする場合は、当該工事等の実施に必要な便宜を供

与しなければならない。 

一 第１１条第１項第２号の規定による改良工事 

二 第２１条第６項の規定による維持管理 

三 第２７条第１項の規定による復旧の工事 

四 第２８条第３項の規定による原状回復の工事 

五 第３４条第２項の規定による原状回復の工事 

２ 前項各号の工事等の実施により貸付物件の使用が妨げられたときであっても、丙は、甲及び乙

に損害の補償を請求することができない。 

 

（緊急時の指示） 

第 31 条 異常な滞船の解消を図る必要がある場合、港湾施設における感染症の発生の予防又はそのま

ん延の防止を図る必要がある場合その他公益上特別の必要がある場合において、甲及び乙が貸

付物件を丙以外の者の利用に供すべきこと又は特定の者の利用に供してはならないことを丙に

指示したときは、丙は、その利用又は利用制限を受忍しなければならない。 

２ 前項の甲及び乙の指示により丙が損害を受けたときであっても、丙は、甲及び乙に損害の補償

を請求することができない。 

 

（管理状況の報告） 

第 32 条 丙は、貸付物件について、様式第３号管理状況報告書により、毎年度の管理の状況を翌年度

の４月３０日までに甲及び乙それぞれに報告しなければならない。 
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２ 甲及び乙は、必要があると認めるときは、貸付物件の管理の状況に関し、丙から報告を求め、

その職員に実地の監査を行わせ、及び丙に必要な指示をすることができる。 

 

 

第４章 契約の解除等 

 

（契約の解除） 

第 33 条 甲及び乙は、丙が港湾法第５５条の２に定める許可事業者の地位を失ったときは、何らの通

知を要せずに本契約を解除することができる。 

２ 甲及び乙は、丙が次のいずれかに該当する場合には、本契約を解除することができる。 

一 本契約に違反し、甲及び乙が相当の期間を定めてその履行の催告をし、その期間内に

履行がないとき。 

二 貸付料を３月以上の期間滞納したとき又は３回以上貸付料の支払いを遅延したとき。 

三 丙の役員等（役員その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴

力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号

に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。 

四 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。 

五 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど

直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。 

六 役員等が暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどして

いるとき。 

七 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。 

３ 前項の規定による本契約の解除は、解除の通知を発した時点でその効力を生じるものとする。 

４ 甲及び乙は、第１項及び第２項の規定により本契約を解除した場合は、これにより丙に生じた

損害について、何らの補償を要しない。 

５ 丙は、甲及び乙が第１項及び第２項の規定により本契約を解除する場合において、丙が第１０

条に定める貸付料の支払いを完了していないときは、丙は、貸付料の未払い額を本契約が終了す

る３０日前までに一括して支払わなければならない。また、当該解除により甲及び乙に損害が生

じたときは、丙は、その損害を賠償するものとする。 

６ 甲乙丙は、合意により本契約を終了させることができる。この場合において、丙が第１０条に

定める貸付料の支払いを完了していないときは、丙は、貸付料の未払い額を本契約が終了する３

０日前までに一括して支払わなければならない。その他の解除の効果については甲乙丙の合意に

より決定する。 

 

（設置期間、撤去期間等終了時の原状回復） 

第 34 条 丙は、設置期間及び撤去期間（以下「設置期間等」という。）の各満了の日までに、独占排

他的な使用を終了するものとし、かつ、あらかじめ、甲及び乙の指示に従って原状回復を行

い、甲及び乙の検査を受けておかなければならない。ただし、甲及び乙が原状回復を行うこと

を要しないと認めたときは、この限りでない。 

２ 丙が、前項の指示に従わないときは、甲及び乙は、丙の独占排他的な使用をやめさせ、丙に代

わって原状回復を行うことができる。この場合において、甲及び乙が原状回復に要した費用は丙

が負担しなければならない。また、丙は、貸付物件に存する構築物等並びに＿＿沖における海洋

再生可能エネルギー発電事業に係る一切の資機材についての所有権を放棄し、原状回復に当たっ

て甲及び乙がこれを処分することに異議を述べることができない。さらに、丙は、丙の関係者を

して、甲及び乙が行う原状回復に協力するため、丙の負担と責任において丙の関係者が所有する

構築物等及び一切の資機材の移動その他の処分をさせるものとする。 
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３ 第１項に係る指示は、指示の通知を発した時点でその効力を生じるものとし、当該通知におい

て甲及び乙が相当の期間を定めてその履行の催告をし、その期間内に履行がないときは、前項を

適用することができる。 

４ 第１３条の規定は、丙が、第２項の規定による費用の支払を怠った場合について準用する。 

 

（原状回復費用の確保） 

第 35 条 丙は、設置又は撤去に係る原状回復費用の担保として、第７条第３項に定める使用申請書等

を提出するまでに、次の各号のいずれかに掲げる保証を付さなければならない。なお、第三号

に定める保証、第四号に定める口座及び第五号に定める保険を提供する金融機関等は、甲及び

乙が確実と認める会社でなければならない。 

一 原状回復費用相当の現金の納付 

二 現金の納付に代わる担保となる有価証券等の提供 

三 原状回復の不履行により生ずる損害金の支払いを保証する銀行又は金融機関等の保証 

四 倒産時にも隔離可能であり、また、原状回復以外の目的での預金の利用を制限する口

座における原状回復費用の積立てを証する書類 

五 原状回復の不履行により生ずる損害を保証する保険契約の締結 

２ 前項の保証に係る額は、丙が原状回復に要する額を算出し、甲及び乙の承諾を得た額とする。 

３ 甲及び乙は、丙が第３４条に定める義務の履行をしたときは、丙の請求により遅滞なく第１項

第一号から第五号に定める現金若しくは有価証券等を丙に還付又は保証、積立若しくは保険契約

に係る書類を丙に返還する。 

４ 丙は、原状回復に要する額を変更しようとする場合、甲及び乙の承諾を得た上で第２項で規定

する額を変更するものとする。 

５ 第 1 項の規定により、丙が同項第二号、第三号、第四号又は第五号に掲げる保証を付したと

きは、当該保証は第一号の現金の納付に代わる担保の提供として行われたものとし、第一号の現

金の納付を免除する。 

６ 丙は、第１項第三号に基づく保証の有効期間又は第五号に基づく保険の有効期間（以下あわせ

てこの条において「有効期間」という。）の末日の３０日前までに、これが更新又は更改されな

いときは、当該有効期間の末日までに第２項で定める保証の額を支払わなければならない。 

７ 丙は、第７条第３項に定める使用申請書等を提出するまでに、第２７条に定める災害及び第２

８条に定める滅失等に係る原状回復について、別紙３に定める種類及び金額の保険を付保しなけ

ればならない。なお、甲及び乙が、第２７条第１項に定める復旧又は第２８条第３項に定める原

状回復を行うときは、丙は、丙が付保した保険契約に係る保険金を甲及び乙が受領することがで

きるよう必要な措置を取らなければならない。 

８ 丙は、前項の規定により付保した保険に係る保険金請求権について、金融機関等との間で当該

保険金請求権についての担保設定に係る契約を締結する場合、甲及び乙が第２７条第１項に定め

る復旧又は第２８条第３項に定める原状回復を行うときは、当該担保設定にもかかわらず保険会

社が直接保険金を甲及び乙それぞれに支払うことにつき、金融機関等から同意を得ることを当該

担保設定契約の条件とするものとする。 

 

（不法使用による損害金等） 

第 36 条 丙は、第３４条第１項の規定に従って独占排他的使用を終了しないときは、第３条及び第７

条第１項に定める期間満了の日から独占排他的使用を終了した日までの日数に応じ、日割計算

により算出した貸付料の額に１．５を乗じた額の損害金を甲及び乙それぞれに支払わなければ

ならない。 

２ 丙は、前項に定めるほか、本契約に定める義務を履行しないことにより甲及び乙に損害を与え

たときは、その損害を賠償しなければならない。ただし、その債務の不履行が本契約及び取引上

の社会通念に照らして債務者の責めに帰することができない事由によるものであるときは、この

限りでない。 

３ 第１３条の規定は、丙が、第１項又は前項の損害金の支払を怠った場合について準用する。 
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（本契約終了時の返還） 

第 37 条 丙は、本契約の期間満了の日までに、甲及び乙それぞれに貸付物件を返還しなければならな

い。 

 

（免責事項） 

第 38 条 甲及び乙は、本契約の期間中において、貸付物件に関連して生じた丙、他の賃借人又は第三

者の損害の責任を負わない。 

 

（必要費等の償還請求権の放棄） 

第 39 条 丙は、甲及び乙に貸付物件のために支出した必要費の償還を請求することができない。 

２ 丙は、貸付物件のために支出した有益費による価格の増加が現存するときであっても、甲及び

乙にその償還を請求することができない。 

 

 

第５章 雑則 

 

（信義誠実の義務） 

第 40 条 甲乙丙は、信義を重んじ、誠実に本契約を履行しなければならない。 

 

（疑義への対処） 

第 41 条 本契約に定めのない事項及び本契約に関して疑義が生じた場合における措置については、甲

乙丙が協議して定める。 

 

（著作権の帰属等） 

第 42 条 甲及び乙が、＿＿沖における海洋再生可能エネルギー発電事業の公募段階又は本契約に基づ

き、丙に対して提供した情報、書類及び図面等(甲及び乙が著作権を有しないものを除く。)の

著作権等は、甲又は乙に帰属する。 

 

（守秘義務） 

第 43 条 甲乙丙は、相手方当事者の事前の承諾がない限り、本契約の履行に関して知り得た相手方の

秘密を第三者に漏らし、又は本契約の履行以外の目的に使用してはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲乙丙は、以下の場合に限り、本契約に関する情報を開示すること

ができる。ただし、開示の方法について甲及び乙が指示した場合には、当該指示に従い開示す

る。 

一 第７条第５項に基づき情報を開示する場合 

二 当該情報を知る必要のある甲乙丙の従業員等(甲、乙、国土交通省港湾局、財務省、会

計検査院及びその他の国の関係機関の職員並びに丙の役員を含む。) 又は甲乙丙の弁

護士、公認会計士、税理士等の専門家に対して、甲乙丙と同一の秘密保持義務を負う

ことを条件として開示する場合 

三 当該情報を知る必要のある丙の親会社、子会社、関連会社その他関係会社としてあら

かじめ甲及び乙との間で合意された会社等、それらの従業員等又はそれら会社等の弁

護士、公認会計士、税理士等の専門家に対して、甲乙丙と同一の秘密保持義務を負う

ことを条件として開示する場合 

四 本条の規定に違反することなく第三者に既に知られている情報を、当該第三者に対し

て開示する場合 

五 既に公知の事実となっている情報を、第三者に対して開示する場合 

六 法令等又は裁判所の命令により開示を求められた情報を開示する場合 
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３ 前二項の規定は、甲乙丙による本契約の完全な履行又は本契約の終了にかかわらず、有効に存

続する。 

 

（金融機関等との協議） 

第 44 条 甲及び乙は、必要と認めた場合には、本契約に関して、丙に融資等を行う金融機関等との間

で協定書を締結する。甲及び乙がかかる協定書を締結する場合には、次の各号に掲げる事項を

定める。 

一 甲及び乙が本契約に関して丙に損害賠償を請求し、又は本契約を終了させる際の金融

機関等への事前通知及び金融機関等との協議に関する事項。 

二 金融機関等が丙への融資について期限の利益を喪失させ、又は担保権を実行するに際

しての甲及び乙との間で行う事前協議並びに甲及び乙に対する通知に関する事項。 

三 甲及び乙による本契約の解除に伴う措置に関する事項。 

 

（契約締結費用の負担） 

第 45 条 本契約の締結に要する費用は、丙の負担とする。 

 

 

 

 

 

 

 

本契約締結の証として、本書３通を作成し、甲乙丙は、記名押印の上、それぞれ１通を保管する。 

 

令和＿＿年＿＿月＿＿日 

 

賃貸人（甲） 

住 所 ＿＿ 

氏 名 契約担当官国土交通省＿＿地方整備局副局長 ＿＿ 

 

賃貸人（乙） 

住 所 ＿＿ 

氏 名 ＿＿港港湾管理者 ＿＿ 

 

賃借人（丙） 

住 所 ＿＿ 

氏 名 ＿＿＿＿＿＿ 
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